
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第23号 

答申番号：令和７年度答申第25号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、次のとおり原処分（生活保護変更申請却下処分）は違

法又は不当であると主張しているものと解される。 

(1) 処分庁は「札幌市内の医療機関では専門の診療科がなくとも症状に合わせ

た治療が可能である」と判断しているが、全国的に化学物質過敏症を診察で

きる医師はほとんどおらず、化学物質過敏症に伴う障害年金についての診断

書（以下「診断書」という。）を作成する医師もごく僅かである。 

(2) 札幌市内に化学物質過敏症について専門的に診察できる医療機関は２か

所しかなく、どちらも患者数が増加しており新規患者の予約受付はいつにな

るか目処が立たないので、診断書を作成してもらうために旭川市内の医療機

関Ａ（以下「Ａ病院」という。）で受診する必要があった。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

処分庁の嘱託医師（以下「嘱託医」という。）から、化学物質過敏症につい

ては専門医が行う専門的な治療は存在せず、原因物質からの回避と対処療法を

行うのが一般的であるため、札幌市内の医療機関で、専門の診療科がなくても、

請求人の症状に合わせた治療が可能であるとの見解を得たことから原処分を

行っており、違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、生活保護法（以下「法」という。）等の規定に従い、適正になさ

れたものであるから、違法又は不当な点は認められない。 

２ 処分庁は、Ａ病院までの移送費（以下「通院移送費」という。）について、



Ａ病院の医師（以下「本件主治医」という。）から、化学物質過敏症の専門医

が少なく旭川市への通院が望ましい旨の意見を得たものの、一方で嘱託医から

札幌市内の医療機関で、専門の診療科がなくても、請求人の症状に合わせた治

療が可能である旨の意見を得たことを踏まえ、原処分を行ったことが認められ

る。この点、本件主治医と嘱託医で意見に相違があるところ、通院移送費につ

いては、要保護者の居住地に比較的近距離に所在する医療機関の受診が原則で

あるから、化学物質過敏症の治療について、Ａ病院の受診が望ましいことを否

定するものではないが、より近距離に対応可能な医療機関が存在する以上、請

求人が行った生活保護変更申請を却下することとした処分庁の判断に誤りが

あるということはできない。 

 ３ 請求人は、札幌市内の医療機関の新規患者の予約受付はいつになるか目処が

立たないので、診断書を作成してもらうためにＡ病院で受診する必要があった

ことから、原処分は違法又は不当であると主張する。しかしながら、化学物質

過敏症の症状に合わせた診断は、専門の診療科がなくても、市内の病院におい

て可能であり、障害年金の更新に係る診断書の作成が必要であれば、当該病院

に依頼することは可能であるから、請求人の主張を採用することはできない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年10月15日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月22日及び同年11月21日の審査会にお

いて、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

法による保護（以下「保護」という。）は、厚生労働大臣の定める基準によ

り測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満た

すことのできない不足分を補う程度において行うものとされ（法第８条第１

項）、当該基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他

保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに

十分なものであって、かつ、これを超えないものでなければならないとされて

いる（同条第２項）。 



また、保護の医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのでき

ない者に対して行われるものであり、移送等が医療扶助の対象とされている

（法第15条）。 

保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされてお

り、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準を定

めている。 

当該基準によれば、保護の実施機関は、生活保護制度について理解のある医

師のうちから嘱託医を委嘱することとされており、嘱託医は、地区担当員等か

らの要請に基づき医療扶助の決定、実施に伴う専門的判断及び必要な助言指導

を行うこととされている。 

また、通院移送費について、受診する医療機関については、原則として要保

護者の居住地等に比較的近距離に所在する医療機関に限るものであることと

し、その例外として、傷病等の状態により、要保護者の居住地等に比較的近距

離に所在する医療機関での対応が困難な場合は、専門的治療の必要性、治療実

績、患者である被保護者と主治医との信頼関係、同一の病態にある当該地域の

他の患者の受診行動等を総合的に勘案し、適切な医療機関への受診が認められ

るものとされている。 

さらに、給付決定に関する審査として、被保護者から申請があった場合、給

付要否意見書（移送）により主治医の意見を確認するとともに、その内容に関

する嘱託医協議及び必要に応じて検診命令を行い、福祉事務所において必要性

を判断し、給付の対象となる医療機関、受診日数の程度、経路及び利用する交

通機関を適正に決定することとされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、化学物質過敏症の専門医が少ないた

め旭川への通院が望ましい旨のＡ病院による意見があるものの、嘱託医から、

札幌市内の医療機関において、専門の診療科がなくても請求人の症状に合わせ

た治療が可能であるため通院移送費の支給は認められない旨の意見を得た上

で、Ａ病院は請求人の自宅から比較的近距離に所在する医療機関とは認められ

ず、Ａ病院への通院は要保護者の居住地等に比較的近距離に所在する医療機関

での対応が困難な場合には該当しないとした処分庁の判断に不合理な点はな

い。 

なお、請求人は、札幌市内で化学物質過敏症について専門的に診察できる医

療機関は２か所あるが、どちらも患者数が増加しており新規患者の予約受付は



いつになるか目処が立たないので、診断書を作成してもらうためにＡ病院で受

診する必要があったことから、原処分は違法又は不当な処分である旨主張して

いるものと解される。しかしながら、嘱託医は札幌市内の医療機関において治

療が可能との見解を示しており、札幌市内で化学物質過敏症について専門的に

診察できる医療機関は２か所であったとしても、請求人の症状に合わせた治療

が可能な医療機関があるのであるから、請求人の主張は採用できない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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